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東日本大震災後の民間支援とNPO法・税制の抜本的改正が 
市民セクターにもたらすもの1 
 
 
山 岡 義 典 
 
【抄録】 日本の今後の市民セクターに大きな影響を及ぼすと考えられる出来事が、2011年前半
に生起した。3 月11に発生した東日本大震災後のNPOの救援・生活再建に向けた活動と、6 月に成
立した2011年度NPO寄付税制および2012年 4 月施行の改正NPO法の成立である。本稿では、これを
市民セクターの第 2 ステージの開始と捉え、これら二つの事象を分析するとともに、今後の市民
セクターの目指すべき姿と課題について考察する。なお第 1 ステージは、1995年の阪神・淡路大震
災とその後の1998年のNPO法の成立と施行に始まったと考えている。ここでは市民セクターを｢民
間非営利セクターのうち、特に市民の共感と協力に支えられたセクター」ととらえ、日本では未だ
萌芽的な段階にあり、その活動は必ずしも日本社会に定着し、日本社会を大きく変えていく力をつ
けたとは言い切れないとの認識にたっている。 
【キーワード】 市民セクター  東日本大震災  民間支援  NPO寄付税制の改正   
        改正NPO法   
 
１．第２ステージに入った日本の市民セクター 
 
 日本の市民セクターは今、第 2 のステージを迎えた。本稿では、今後の日本の市民セクターの形成
に大きな影響を及ぼすと考えられる2011年前半に生起した二つの出来事、すなわち 3 月11に発生した
東日本大震災後のNPO等の救援・生活再建活動、それに 6 月に成立した2011年度NPO寄付税制および
2012年 4 月施行の改正NPO法について検討し、今後の第 2 ステージの市民セクターの目指すべき姿と
課題について検討する。 
１－１ 市民セクターとは 
 ここで「市民セクター」という言葉について触れておくと、その定義は、外形的に「民間非営利
セクターのうち、特に市民の共感と協力に支えられたセクター」とのみにとどめておくi。民間非営
                                                                
1
 本稿は、2011年 6 月から 9 月にかけて執筆した山岡2011a, c, d の 3 編の論考を統合し、その後の状況を踏ま
えて再考、2012年 1 月 7 日までの情報をもとに加筆・再構成したものである。 
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利セクターは、一般に言われているように政府セクターを第 1 セクター、企業セクターを第 2 セク
ターと呼ぶ場合の第 3 セクターのことであるii。市民セクターの担い手は、個人やグループをはじめ、
任意団体（権利能力なき団体とも言い、町内会・自治会などの地縁組織も含む）やNPO法人を中心
に、従来（移行前）の公益法人、新しい（移行後および新設の）一般・公益法人、社会福祉法人、
消費生活協同組合、その他のさまざまな非営利の団体である。日本の非営利法人に関する制度は多
様であるが、ここでは、これらの組織をすべて含めて「NPO」と総称することにする。 
 「セクター」というからには、これらの活動が個々にバラバラに存在するだけではなく、互いにそ
の価値観の多様性を認め合いながらも、それらを総体として社会的に位置付け、その存在意義を自
己認識することが必要になる。残念ながら、そこまでは定着していない。その点で、日本の市民セ
クターは未だ萌芽的な段階にあるといえる。 
１－２ 第１ステージの市民セクターとその限界 
 ここで第 1 ステージは、直接的には1995年 1 月17日の阪神・淡路大震災の発生とその後の1998年 3 
月19日の特定非営利活動促進法（以下NPO法）の成立に始まるが、その前史として数年の市民立法
過程がある。NPO法成立によって市民活動等の民間非営利活動の重要性が社会的にも認められ、そ
の担い手組織の法人制度が整った。2011年12月 1 日でNPO法は施行13年を迎え、特定非営利活動法
人（以下NPO法人）の数は同年11月末で 4 万 4 千を超えたiii。しかし2001年10月 1 日施行の認定特定
非営利活動法人（以下認定NPO法人）制度は10年を経過し、その間に 7 回もの改正を重ねながら、一
向に普及しない。12月16日現在、認定NPO法人は242しか存在せずiv、NPO法人の0.55％に過ぎない。
寄附税制も含めて考えれば、NPO法人制度は日本社会に定着したとは言いきれない。その活動の存
在感も、社会を大きく変えていく力も、まだまだ弱い。 
１－３ 第２ステージの市民セクターに求められるもの 
 第 2 ステージは、直接的にはこの 3 月11日発生の東日本大震災と 6 月30日施行の認定NPO法人制度
の改正、そして2012年 4 月 1 日施行予定のNPO法の抜本改正に始まるといってよいが、その前史とし
ては、2008年12月 1 日スタートの公益法人制度改革があり、今回の制度改正の背景にもなった2010
年 6 月 4 日の「新しい公共」宣言がある。この宣言を実現するための政策として2011年度から始まっ
た「新しい公共」支援事業の開始も、第 2 ステージの始まりを後押しするものとして大きな意味をも
つだろう。 
 今問われているのは、第 1 ステージで達成できなかった市民セクター強化の課題を、第 2 ステージ
でどう実現できるかということである。第 1 ステージの到達点をどう評価するのか、達成できなかっ
たことは何なのか、それをどう乗り越えていくのか。第 2 ステージに入った今、そのための課題を真
剣に考えないといけないv。 
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 東日本大震災は、悲惨な津波災害と原発災害をもたらし、日本社会は大きく動揺した。そしてそ
の救援に、さまざまな民間支援が行われ、市民セクターの力量が問われることになった。まず、そ
こから見ていこう。 
 
２．東日本大震災における民間支援 
 
２－１ 震災被害の概要 
 2012年 1 月11日で、東日本大震災から10か月目を迎える。被災者はすでに災害発生後半年を経た 9 
月までには殆どが避難所から仮設住宅へと住み替え、被災地は救援期から生活再建期に移ってきた。
被災状況もほぼ定常化し、2012年 1 月 5 日現在の警察庁のまとめによると表 1 のようになる。死者は 1 
万 5 千844人、行方不明は 3 千450人、両者合わせると 1 万 9 千人を超える。この他に原発事故によっ
て住み慣れた土地から遠く離れて避難・移住した人は10万人近いと推定される。建築被害は全壊が12
万 7 千戸を超え、半壊と併せると36万戸に及ぶ。津波被災した日本海沿岸は500キロに及び、阪神・淡
路大震災の10倍になる。広大な地域にわたって生活も産業も壊滅し、被害の傷跡は大きく深い。 
 
表１ 東日本大震災の被害状況 
県別 
人的被害（人） 建物被害（戸） 道路損壊 
（箇所） 死者 行方不明 負傷者 全壊 半壊 その他 
岩手県 4,667 1,368 188 20,184 4,552 13,635 30 
宮城県 9,506 1,861 4,013 82,754 129,220 258,499 390 
福島県 1,605 217 181 19,778 61,805 144,614 187 
その他 66 4 1,509 4,479 36,454 314,136 3,282 
全国 15,844 3,450 5,891 127,195 232,031 730,884 3,889 
 2012年 1 月 5 日現在 警察庁緊急災害警備本部発表をもとに作成。建物被害の「その他」には、全焼・半焼・ 
床上浸水・床下浸水・一部破損・非住家被害を含む。 
 
２－２ 「民間支援」という考え 
 原発事故を伴った今回の甚大な津波災害は日本社会に大きな衝撃を与え、日本人としての生き方、
価値観を大きく変え、思想的にも苦悶し、模索し、さまざまな影響を及ぼしたvi。そのような中で、
多くの人々が何かできないかと行動し、被災者あるいは被災地に向けて実に多様な「民間支援」を
行ってきた。ここでは、民間支援という言葉を使用する意味とその内容や仕組みについて、まず説
明しておく。 
 ここでいう民間支援とは、「法によって規定され税によって賄われる公的な支援でもなく、企業が
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営利を目的として行う市場的な支援でもない、営利を目的としない民間の自発的な支援の総称」と
定義できる。この場合の「支援」の定義としては、今田高俊の「何らかの意図を持った他者の行為
に対する働きかけであり、その意図を理解しつつ、行為の質を維持・改善する一連のアクションの
ことをいい、最終的に他者のエンパワーメントをはかる（ことがらをなす力をつける）こと」vii が適
切であろう。民間支援の担い手は、個人やグループ、地縁組織、NPO/NGO、企業の社会貢献活動な
どであるが、これらを単独の行動としてではなく、相互に連携し一体となった活動として理解する
ことが必要と考える。 
 民間支援の内容には、主なものとして、①人による支援、②金による支援、③物による支援、④
情報による支援が考えられる。 
 ① 人による支援としては、ボランティアが代表的であるが、この他にも、NPO/NGOの有給ス
タッフによる支援や企業人による社会貢献的支援も重要である。 
 ② 金による支援には、被災者個人の救済を対象とした義援金が額としては大きいが、この他に
も、NPO/NGOの活動を対象とした支援金・救援金も重要である。 
 ③ 物による支援には、誰でもが対応できる日常生活物資の提供が話題になるが、この他にも、
医薬品などの企業の専門組織による緊急支援物資の供給も重要である。 
 ④ 情報による支援には、現地の身近な状況を刻々と発信する活動が重要であるが、この他にも、
それらの情報を収集・加工・整理してデータベース化し、あるいはマニュアル化して発信す
るような組織化された活動も重要である。 
 これらの 4 つの支援の例示について、「この他にも」の前後で言えば、前者は誰でもが個人として
参加できるが、後者は一定の専門性や特別のネットワークが必要で、組織としての参加が中心にな
る。1995年の阪神・淡路大震災では特に前者の役割に注目が集まったが、今回の東日本大震災では、
後者の役割への理解も深まった。これらの現象が新聞やテレビの報道で取り上げられることもあり、
その重要性について一定の評価も進んだように思う。実はその後者の役割が果たせて初めて、前者
の役割が意味をもつことも多い。民間支援を考える場合、前者と後者を含めた全体を見る視点を見
失ってはいけない。また①～④の支援は、個別的なものではなく相互に関連のある複合体として機
能する。これらを総合的・理論的に捉えることが重要で、それ故に総称としての「民間支援」とい
う言葉を使う意味がある。 
 民間支援は、支援する意志のある人から支援を必要とする人への「支援行為」の流れとして捉え
ることができる。前者を「支援リソース」、後者を「支援ニーズ」と呼ぶなら、実はこのリソースと
ニーズの関係づけが重要で、そこに大きな課題がある。個々人のリソースが個々人のニーズに直接
バラバラに向かっても、効果的な支援にはならず、むしろ混乱する。現場のニーズを各地のリソー
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スに伝えるとともに、各地のリソースをまとまりあるものとして適時に適切なニーズに結び付ける、
需給調整を兼ねたマッチングの仕組みが必要になる。 
 水道に例をとれば、上流の川に雨（リソース）が降れば自ずと下流の蛇口で水（ニーズ）が得ら
れるというわけではない。そこには取水の仕組みがあり、貯水の仕組みがあり、浄水の仕組みがあ
り、配水の仕組みがある。それらを繋ぐ配管も不可欠である。これらが適切に機能していなければ、
必要なときに必要なだけの水を使うことはできない。安全な水質も保証されない。この設備や配管
にあたるものが民間支援における「中間支援組織」で、この整備がどうなっているかによって民間
支援の量も質も決まってくる。ここに、民間支援の課題がある。 
２－３ 救援期の民間支援の特徴 
 ここでは災害発生後半年間の 9 月末までを救援期と考え、主にその時期を中心とした民間支援の特
徴をみておく。 
 まず前述の 4 分野の支援の特徴的な動きとしては、「人」による支援では、バスによる遠隔地から
の集団参加型ボランティア活動（いわゆるボラバス方式）viii や海外で経験を積んだ国際協力NGOの専
門的な救援活動ixが、「金」については、中央共同募金会の赤い羽根「災害ボランティア・NPO活動
サポート募金」x をはじめとする多数の支援金仲介システムの登場が、「物」については生協や配達業
者などの生活流通専門事業者の活躍が、また「情報」については、電子媒体による情報技術の急速
な進歩があったこととともに東日本大震災支援全国ネットワーク（通称 JCN）xiの全国的な情報拠点と
して果たした役割、などがあげられる。 
 ボランティア活動については、現地の災害ボランティアセンターで受け付けた活動者数の月別推
移は表 2 の通りである。11月末までの約 9 か月の総数は87万 9 千人になる。ボランティアセンターを
通さないボランティアも多いから、実数はこれより遥かに多いと考えてよいが、月別推移をみると、 
3 月の立ち上がりは遅れ、連休を挟んだ 4 、5 月に急増し、6 、7 月と低減、学生たちにとって夏休み
の 8 月は急減し、 9 月以降さらに減り続けている。11月は、ピークの 5 月に較べて 1 ／ 5 になっている。
今後さらに減少していくと思われるが、このことをどう評価すべきか、今後の議論が必要である。
なお県別では被災規模に応じて宮城県が一番多く、岩手県がそれに次ぎ、福島県は比較的少ない。
しかし県別の推移についてみれば、 7 月までは宮城県が一番多いが 8 月からは岩手県が宮城県を抜き、
岩手県では11月でも 2 万人弱が参加している。福島県は、 8 月に急減したまま、減少傾向が著しい。
これらの推移の違いはどのような理由によるのか、その背景も含めて検討しておくことも重要だろ
う。 
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表２  災害ボランティアセンターで受け付けたボランティア活動者数の推移（仮集計） 
月別 3 県合計 (人) 岩手県 宮城県 福島県 
3月 58,800 12,100 26,600 20,100 
4月 157,500 34,700 92,600 30,100 
5月 171,700 46,000 91,500 34,300 
6月 128,700 42,200 64,700 21,800 
7月 125,200 46,400 62,700 16,100 
8月 97,300 48,200 40,200 8,800 
9月 59,400 36,400 19,700 3,300 
10月 46,200 25,500 16,900 3,800 
11月 34,200 19.900 12,400 1,900 
11月までの約 9 か月の計 (人) 879,000 311,400 427,300 140,200 
   全社協Webサイト（2012年 1 月 5 日現在）「被災地支援・災害ボランティア情報」より作成。「11月までの約 9 
か月の計」は筆者集計（もとデータが100人単位の概数で合計は合わない）。 
  
 今回の震災では、被災直後の救援期の民間支援を困難にするいくつかの特徴があった。その特徴
を概括的に整理すると、以下のようになる。 
 ① 被災地が広大で被害も甚大―南北500キロに及ぶ海岸地域で想定を大きく越える津波被害が
発生し、多くの死者・行方不明者が発生した。支援ニーズは地域ごとに多様で全貌は捉え難く、
刻々と変わる支援ニーズに関する情報も、決定的に不足していた。半年を経た頃には変化の速
度も落ち着き、それぞれの地域の問題特性も明らかになってきたが、生活再建の条件という点
では、さらに地域による違いが大きい。 
 ② 大都市から遠く交通網も遮断―首都圏などの大都市圏から遠く、アクセスには鉄道・道路
の基幹交通網が必要だが、これが大きく損壊し、その復旧には 1 カ月以上かかった。生活圏を結
ぶ地域間の交通網の回復には、数か月かかった。被災地への支援アクセスは困難を極め、宿泊
も含めるとアクセス・コストは非常に高くなる。誰でもが直ぐに駆けつける、といった状況で
はなかった。交通網が回復しても、人や物が動くには大きな負担が必要であった。 
 ③ 被災地における危険性―これまで経験のない大津波による地域まるごとの壊滅的破壊によ
り、被災地は農地や生産施設まで含めて瓦礫の山と化し、しかも余震や津波の危惧もあって暫
くは誰でもが近づける状況ではなかった。やっと誰でもが入れるようになったのは 1 か月以上
たって一定の整備がなされた後である。被災地に入るには、相当の準備と防備が必要であり、
この状況は暫く続いた。 
 ④ 原発事故の発生と放射線被曝危険区域からの大規模な避難・移住―今回の災害の何よりの
特徴は、福島県における過酷な原発事故の発生である。放射能の危険区域は津波被災地をはる
かに越えて広がり、多くの住民が就業先と切り離されて避難・移住せざるをえない状況が続い
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てきた。原発事故現場や被曝危件区域での民間支援は、被災直後から全く不可能である。民間
支援が役割を果たすのは、避難先・移住先に限られる。故郷を離れての日常生活の長期化に対
して、さまざまな民間支援が行われているが、この状況がいつまで続くのか、予定がたたない
ところに支援の難しさもある。 
 これらの特徴が、支援リソースを支援ニーズに結び付けることを非常に困難にしてきた。ボラン
ティアの集中と不足、資金の集中と不足、物資の集中と不足、情報の集中と不足、その需給の時間
差も大きい。必要なところに、必要なときに、必要なものが、必要なだけ届く支援が実に難しい。
そこに中間支援の仕組みの重要性があるが、救援期には十分な役割を果たしたとは言いにくい。何
ができて何ができなかったのか、その検証が求められる。そして、それが今後も続く生活再建期の
民間支援に、どう繋がっていくのかも考えておく必要がある。 
２－４ 生活再建期の民間支援の課題 
 被災後半年余りの救援期に続く時期を、本稿では「生活再建期」と呼ぶ。一般に救援期に続く時
期は「復興期」と呼ばれる。生活再建期と呼んでも、実際の時期は復興期とほぼ重なる。生活再建
は復興と一体の関係にあり、同時並行的に進む。復興=生活再建でもある。しかし復興という言葉で
は道路や住宅などのハード面の取り組みが重視され、人間の生活というソフト面の取り組みが見失
われやすい。あるいは、いつの間にか生活再建が後ろに追いやられる。政府や企業の立場からする
と復興が相応しいことも、市民セクターの立場からすれば、その復興過程を生活再建過程として捉
える視点が重要である。そのような考えから、ここでは救援期に続く時期を生活再建期と呼ぶ。 
 救援から生活再建に向けた移行速度は、地域によって異なる。2011年12月末時点では殆どの地域
で生活再建への取り組みが始まっているが、まだ救援の必要な地域もある。被災された一人ひとり
の被災状況や心の持ちようによっても、今がどの期にあるかの意識は異なる。実際には、救援と生
活再建に境はなく、両者が並行して進み、次第に生活再建へと重点が移っていくと考えるべきだろ
う。しかし概括的にみれば、災害発生後半年を経て、多くの地域で救援期から生活再建期へと移行
したと考えてよい。被災者の生活の場という視点で見れば、救援期は避難所の時期、生活再建期は応
急仮設住宅（以下、仮設住宅）xii から復興住宅への定住までの時期ととらえることができる。その点
から、生活再建期は仮設住宅の時期（ほぼ 2 年間）と復興住宅の時期（その後の数年間）の前・後期
に分けて理解しておくことが適切である。 
 災害から半年余りを経て被災地は生活再建期（前期）に移行した。被災者たちは、避難所から仮
設住宅へと移った。仮設住宅の建設状況は表 3 の通りである。12月19日現在の建設必要戸数は53,013
戸と推計され、すでにその殆どが完成した。また表には応急仮設より多い65,023戸の民間賃貸借住宅
を活用した応急仮設住宅（みなし仮設）が記されている。これらは今回の震災対応の特徴とも言え
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る。仮設住宅とみなし仮設を加えると約11万 8 千戸になる。表 1 によると被災戸数は全壊で約12万 7 
千戸となるが、これには福島県の原発避難者の住宅は含まないから、原発被災をふくめると、被災
者は表 3 には表れないさまざまな居住地での生活を送っていることになる。 
 これらも含めた被災した人々への民間支援がどうなされるかが、今後の課題となる。特に、みな
し仮設のニーズに対しては、被災者がまとまって住む仮設住宅とは異なる対応の難しさがある。ま
た原発被災で県内外の他地域に転居した人々の生活再建にも、先が見えないという点で、これまで
に経験のない対応の難しさがある。 
 
表３ 応急仮設住宅建設等の建設状況 (2011年12月19日10時現在) 
県別 
応急仮設住宅（戸） 民間賃貸住宅を活用し
た応急仮設住宅（戸） 必要戸数 着工確定戸数 完成戸数
岩手県 13,984 13,984 13,984 ― 
宮城県 22,095 22,095 22,042 ― 
福島県 16,619 16,226 15,779 ― 
その他 315 315 315 ― 
全 国 53,013 52,620 52,120 65,023 
    国土交通省Webサイト（2012年 1 月 5 日現在）「住宅局の対応状況について」より作成。民間賃貸住宅を 
活用した応急仮設住宅は12月 8 日現在。 
 
２－５ 救援期の瞬発力を生活再建期の持続力につなげるために 
 大規模災害時など、緊急の対応が必要なときには民間支援のリソースは一気に増える。そしてや
がて萎む。しかし支援ニーズは、確かに一時期は急増し、その後はやがて減少するとしても、暫く
は一定の状態が続く。そのニーズの内容も変化する。このリソースとニーズの時間差や内容差をど
う調整していくか、これがこれから本格化する生活再建にむけての重要な課題となる。救援期にお
ける緊急のリソースの瞬発力を、生活再建期の恒常的なニーズに対応する持続力にどう展開させて
いくかということである。ここに民間支援の新しい課題がある。この点に関して、人・金・物・情
報の支援について考察しておこう。 
 ① 人：無償のボランティアから有償スタッフの雇用へ 
  現地のボランティア・ニーズはまだまだ続くと思われるが、ボランティアの数は 4 月末から 5 
月初めの連休をピークに、その後は減少し、夏休みも特に増えなかった。ボランティア派遣の
持続的な努力は今後も必要だが、次第にボランティアより恒常的で専門性のある有給スタッフ
の役割が重要になってくる。現地の雇用を考えても、そのことが望まれる。今回の震災では
CFWxiiiの考え方が紹介されたが、地域経済の回復のためにも、特に生活再建期には、この点を
重視すべきである。 
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 ② 金：見返りのない寄附から責任ある出資へ 
  寄付については瞬間的に集まった資金を中長期的にどう使用するかが重要な課題になる。個人
に支払う義捐金はできるだけ早く配分すべきであるが、支援金については（寄付者の気持ちから
はすぐにも使ってほしいことは分かるが）、せめて5年を目途として計画的に用いることが望まし
い。その支援金の貯水機能を、どのように仕組むかが重要な課題になる。支援金の使途としては、
①の視点からも有給スタッフの雇用促進を重視すべきであろう。同時に、地域経済の復興のため
の市民的な発想による責任ある出資を促進することが、求められる。寄附に依存しすぎない地域
社会に、どう軟着陸させるかが課題になる。 
 ③ 物：善意による贈与から市場での供給へ 
  いつまでも善意の救援物資があふれていては、地域の経済は回復しない。市場では得られない
特別の物資以外は、余剰の救援物資を市場で換金することなども含め、市場で供給する方向に
もっていくことが重要である。贈与より、これからはむしろ現地産品の購入を通じての被災地
応援が重要になる。 
 ④ 情報：フローの情報からストックの情報へ 
  救援のための情報から生活再建のための情報へと支援の内容も変わってきたが、今後は、当面
必要なフロー情報から、未来にむけての情報、政策提言的な情報や今回の経験を後世に伝える
ためのストック情報が重要になろう。現場情報を収集・調査・分析し、政策論議をまき起こし、
また実態を記録に残す作業も求められる。研究者の役割も大きくなる。 
 以上の課題に応えるためにも、現地におけるNPOの形成・発展が欠かせない。外から駆け付けた
NPO／NGOは、やがて去っていく。それぞれに日常の活動に戻らなければならない。生活再建期に
入り、多くはその退去の時期を見計らっている。すでに退去した団体も多い。救援期に大きな役割
を果たした外からのNPO／NGOの役割を、これからの長引く生活再建期には、現地のNPOが継承し、
被災者に寄り添って持続して担っていかなければならない。その現地のNPOを、全国のNPOがどの
ように支えていくことができるのか、それが今後の民間支援にとっての、大きな課題になる。 
 特に重要なのが、現地NPOの組織基盤強化である。何よりも人材育成を伴う組織基盤強化が求め
られる。それがなされないと、生活を支える持続的なプロジェクトの展開は難しい。それが民間支
援の質と量を決めていく。この点で、NPO法人制度の改革が大きな意味をもつ。 
 
３ 被災地に生成する市民セクター 
 
 東日本の被災地では、震災後、新たな市民セクターが生まれてきた。そこには、被災前から活躍
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してきた既存のNPOの取り組みもあれば、被災現場のボランティア活動から新たに発生した取り組
みもある。それに被災地外から駆け付けたNPO／NGOが現地滞在して取り組むものもある。そのよ
うに外から駆け付けたNPO／NGOは、救援期を終えて何時どのように撤退すべきか模索し、その活
動を継承する現地のNPOをどう育てていくべきか苦悶している。被災地に生成しつつある市民セク
ターは、これらを併せた動きとして捉えることができる。しかし、その全体像を総合的に捉える状
況には、未だない。 
 ここではまず市民セクター生成の現場をイメージとして理解するため、救援期に新しく生まれた
NPOの動きを、事例を通してみておきたい。取り上げる事例は恣意的にならないよう、筆者が代表
理事を務める日本NPOセンター東日本大震災現地NPO応援基金xivが11月末までに助成した22団体（助
成としては27件）のうち、震災後に設立された 9 団体（助成としては11件）のすべてとする。これら
は 3 つの類型に分けて考えることができる。日本NPOセンターのWebサイトで公表された資料と各団
体のWebサイトあるいは公式ブログをもとに、その活動をみておこう。 
３－１ 日々の取り組みから 
 被災地の活動は地域によって実にさまざまである。ここでは宮城県内の避難所から誕生した3つの
小さな団体と福島県で誕生したばかりの新しい取り組みを紹介する。 
・「にじいろクレヨン」（元の名称は「石巻こども避難所クラブ」）xv ―石巻市で被災し傷ついたこども
たちの心をケアしながら、被災した市民等が設立したクラブである。石巻のボランティアスタッフ
に加え、東京やアメリカにも後方支援のボランティアがいる。石巻高等学校を中心に、石巻市内の 5 
つの小中学校、石巻専修大学など、多数の避難所や会場に出向き、お絵かきや読み聞かせなどの文
化的遊びや体を使った身体的遊びを、毎回趣向を凝らして実施してきた。その後、活動の場が仮設
住宅に移り、名称を現在のものに変更、継続的に活動するためにNPO法人の申請をしている。仮設
住宅に住む子どもだけでなく近在の子どもたちも対象に、知性・教養・社会性を身につけるための
遊ぶ機会を、レクレーション活動を通じて提供する。団体スタッフのボランティアリーダーは「に
じいろマスター」と呼び、絵本の読み聞かせやケアに関する研修も行っている。 
・「海の手・山の手ネットワーク」xvi ―海岸部から避難してきた人々（海の手）と内陸にある大崎
市の農業者・食品加工業者・NPO（山の手）が、それぞれのネットワークを使い、経済を復興する
ための「共に良くなるためのしくみ」としてつくり出したのが、このネットワークである。大崎市
の鳴子温泉施設には、 2 次避難場所として津波被災者が約1,000名滞在していた。大崎市の人たちも、
それぞれの住宅や加工場が被災したが、避難してきた海の手の人たちには手仕事や農作業を通して
賃金を支払い、山の手は海の手が作った商品と農産加工品を共に販売している。看板商品は古新聞
を活用した新聞バッグで、大・中・小セットで1000円。「作り始めた頃は実にたどたどしかったが、
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近ごろでは少しずつ「置いていってもいいよ」と言ってくださるところが増えてきた」と12月 7 日
に開設したばかりのオフィシャルブログは書いている。 
・「登米えがおねっと」xvii ―登米市では、南三陸町からの津波被災者約1,000人を11か所の避難所で
支援してきたが、その中から生れたのが、この「ねっと」である。避難所の女性被災者に対して女
性視点でのニーズ調査を行い、女性のニーズに寄り添った物資(下着・衛生品・裁縫箱・化粧品など)
を、資生堂や花王などの企業の協力も得ながら支援してきた。当初の活動期限は 7 月31日までとして
いたが、仮設住宅への支援も必要と判断し、活動期限を12月31日までに延長した。9 月中旬から下旬
にかけては、市内の約400戸の仮設住宅の女性被災者を対象に希望する色の口紅の色のニーズ調査を
実施、約200名弱の回答を得た。この回答から「リッププロジェクト」を開始、回答のあった人たち
に希望する色の口紅とリップクリームなどを提供した。またこの調査に基づき、仮設住宅やアパー
トなどに居住している女性被災者を対象に「心のケア事業」を実施している。 
・「市民放射能測定所」xviii ―市民自らが自らを守るための放射能測定を行い、放射線防護の知識を
身に付け、自ら判断するための“道具”を提供する第三者機関として福島市に設立したのが、この
測定所である。市民からの測定依頼を受け付けるとともに、広く情報を共有するために測定データ
はWebサイトで公開している。当面の活動は、食品・土壌・農業資材などの放射能をヨウ化ナトリウ
ム検出器によって測定することで、そのための拠点を福島県各地に立ち上げ、スタッフのトレーニ
ングや測定環境整備の指導を行うとともに、内部被曝量を測定し、健康相談を行うためにスタッフ
のトレーニングや測定環境整備の指導を行っている。測定結果は、「空間被曝量」（場所別・月日別）、
「食品測定」（食品別・産地別）としてWebサイトで公開されている。英語と仏語のサイトも開設して
海外発信にも努めている。 
 冒頭の 3 つの事例は、いずれも被災直後に避難所から誕生した。避難現場に居合わせた者ならでは
の市民的発想が原点になっている。避難所から仮設住宅への移住に伴い、いずれも新しい定常的な
動きに取り組んでいる。今後、永続的な組織になるかどうかは分からないが、NPO法人の申請をす
るところもでてきており、今後の被災者の生活を豊かにするための役割は、引き続いて果たしてい
くと思われる。 
  4 番目の測定所は、原発事故による放射能被災という特殊な状況の中で市民独自の情報収集と発信
の必要性から生まれた組織であり、その活動の重要性は、むしろ今後にあるといってよい。 
３－２ 全国組織の協力のもとに 
 被災地の内発的な課題に、全国組織が寄りそう形で設立される団体もある。「ゆめ風基金」xixの協力
で生れた、宮城・岩手・福島 3 県の「被災地障がい者センター」が、その例である。 
 被災した障害者や家族は、避難所に行っても健常者よりも食生活・情報・排せつなど多くの面で
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困難を抱える。そのため避難所に行くことを控えることもあるが、たとえ避難所に入っても物資施
設等での生活を余儀なくされる。親せき宅に身を寄せるケースも多い。避難所で何とか生活してい
る障害者も、障害から派生する様々な困難な状況を抱えており、健常者以上に我慢を強いられる。
健常者世帯ならば避難所に行っているような事例でも、自宅に住めるなら自宅にとどまっているこ
とも多かった。 
 このような状況に対し、障害者の被災後の生活支援を目的に、3 県で被災地障がい者センターが
誕生した。避難所や在宅の障害者世帯を見つけ出し、安否確認を行い、福祉機器や生活物資を提供
し、ヘルパー派遣や病院等の送迎サービスなどを行ってきた。 
・「被災地障がい者センターみやぎ」xx ―このセンターは、3 月31日に仙台市で発足した。しかし県
南部地域の支援については移動距離が長い。また避難所や親せき宅などで長期の生活が続き、心身
ともに疲労しきった障害児の親などにも出会う。そこで県南の亘理町に拠点を設置し、ヘルパー派
遣や交流事業、ショートステイなどを行っている。他に県北の登米市にも拠点を準備している。 
・「 JDF被災地障がい者支援センターふくしま」xxi ―このセンターは、4 月 6 日に郡山市で発足した。
原発事故終息の目途がまだ見えず、放射能汚染の高いエリアで生活している障害者も多い。しかし
生活基盤である地域の福祉サービス施設が避難エリアとなって閉所され、県内の事業所も自主避難
による慢性的な人材不足状況にある。避難先では社会サービスにつながっていないケースもあり、
これらへの支援が今後ますます重要になってくる。  
・「被災地障がい者センターいわて」xxii ―このセンターは、4 月12日に盛岡で発足した。親せき宅
に身を寄せていた人などが仮設住宅に移り住むことも予想され、そうしたサービスの提供件数が増
大する。しかし盛岡から沿岸部までは遠く、多くの支援にこたえられない。そのため一旦は遠野市
に新たな拠点を確保したが、被災地域でスムーズな支援を行えるよう、三陸北部の宮古市と三陸南
部の大船渡市に事務所を整備した。 
 阪神・淡路大震災時に立ちあがった「ゆめ風基金」は、その後の大災害時にも障害者の救援で活
躍してきた。その経験と全国的なネットワークによって、地元の障害者団体といち早く結びつき、3 
月から 4 月にかけて必要な組織を立ち上げることができた。そして避難所から仮設住宅へという移
行の中で、段階を踏まえながら新たな体制を整えてきた。3県のセンターを立ち上げてきたゆめ風基
金の八幡隆司理事は、先述の「センターみやぎ」のブログの中で、「変わりゆく被災地の中で」と題
して、被災地の変化に対応したセンターの変化の方向について、次の時期区分を行って説明をして
いるxxiii 。 
 第 1 期は災害発生後から仮設住宅建設が始まるまでの、緊急な支援活動を行った時期。 
 第 2 期は仮設住宅建設が始まり、ほとんどの人が入居を終えた時期。 
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 第 3 期は仮設住宅の入居が完了し、震災後 1 年目を迎えるまでの時期。 
 第 4 期は震災後 1 年目を迎えてから 2 年目を迎えるまでの 1 年間で、復興住宅へ避難者が移るま
での時期。 
 各期の説明は省略するが、阪神・淡路大震災以後の大災害の現場経験に基づく、きめ細かな観察
である。被災地に生成する市民活動の一般的な展開過程を理解する上でも、大変参考になる。もっ
とも、原発被災による福島県の場合には、このような過程が全く見通し難く、そこに不安が残る。 
３－３ 新しい組織間ネットワークの形成 
 既存のNPOが中心になって新たに広域のネットワーク組織を結成し、被災地の救援や生活再建に
取り組む動きもあり、今後、重要な役割を果たすことになろう。ここでは、岩手県に誕生した2つの
ネットワーク組織を紹介する。 
・「NPO法人 遠野まごころネット」xxiv―遠野市は三陸地方沿岸部の各被災都市からやや内陸部に
入ったところに位置し、被災地の後方支援拠点としても地理的に重要な役割を担っている。遠野ま
ごころネットは、遠野市社会福祉協議会や「遠野山・里・暮らしネットワーク」xxv が、遠野を拠点と
して救援活動に取り組む全国各地の団体に呼びかけ、被災地と連携した効果的な支援活動を行うこ
とを目的に設立されたネットワーク組織である。沿岸地方や周辺の行政は、その機能を活かして大
きな避難所等への支援を行っていたが、指定避難所ではない自宅避難者への支援や孤立集落の支援
など、避難所の細かなニーズに迅速で柔軟な対応が求められた。その中で、情報の共有やそれぞれ
の強みを持ち寄る必要性を感じて、立ち上げたものである。多くのボランティアの滞在拠点の運営
などで大きな役割を果たし、7 月にはNPO法人格を取得、東京事務所も設けている。12月には公益社
団法人危機管理協会の協力を得て、東京と遠野をつなぐ「まごころ直通バス」を運行した。 
・「いわて連携復興センター」xxvi ―岩手県内で中間支援を行っている団体を中心に発足したネット
ワーク組織である。地域コミュニティ・行政・地元市民団体・外部団体・企業等との連携を促進し、
地域住民が主体となって復興の手伝いをする。活動の場は久慈・宮古・釜石・大船渡の各エリアの
三陸沿岸地域となるが、全国からの交通アクセスやインフラ面を考慮し、内陸部の北上市に事務所
を設置、ここを拠点に全国・全県の連携を図る。県内のNPOセクターを拡大させ、地域の問題解決
力を向上させることを目指しており、NPO法人の申請をしている。 
 なお「連携復興センター」という名称の組織は、宮城県にも福島県にも立ちあがっているが、そ
の内容や構成は、それぞれに特徴をもって異なっている。 
３－４ 被災地の生活再建における市民セクターの役割と課題 
 これらの団体のうち7月にNPO法人化した遠野まごころネット以外は、いずれも任意団体である。
それらすべてが恒常的な活動を続けていくかどうか、見通しはない。そのまま一定の役割を果たし
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て解散するものもあろう。しかし多くは、被災者が避難所から仮設住宅へと移住する中で、その役
割や活動内容を変えつつ、発展してきている。にじいろクレヨンやいわて連携復興センターがNPO
法人を申請中であるように、活動の過程で法人化を目指す団体もでてこよう。法人格もNPO法人とは
限らない。選択肢としては一般法人もあるし、他の法人の可能性もある。 
 被災地で生成した組織は、さまざまな制度的仕組みを活用し、現地や他地域の既存のNPOや企業、
地域の自治体などとの関係を紡ぎながら、地域の生活再建を支える役割を果たしていくだろう。そ
の過程で、市民セクターの中核として育ってくることを期待したい。今後のその過程は、第 2 ス
テージの市民セクターの圧縮された歴史になるに違いない。今回のNPO法制度の大改正は、その歴
史にどのような影響をもたらすのか、次にその改正の現状と今後の可能性についてみておきたい。 
 
４．NPO法の抜本改正が意味するもの 
 
 2011年 6 月15日、改正NPO法が成立したxxvii。施行は2012年 4 月 1 日から。これでNPO法人と認定
NPO法人の仕組みが大きく変わる。 
 この成立に 1 週遅れて、6 月22日には2011年度の税制改正法を一部切り離した税制が成立 、認定
NPO法人制度が拡充された。施行は同月30日。この内容は、2012年度施行の改正NPO法の中身を担
保するものとしても重要である。この中身が保証されなければ、改正NPO法の意義も半減する。 
 これらの動きを理解するには、背景としての日本の非営利・公益法人制度や非営利・公益税制の
現状を理解しておく必要がある。そこでまずそれらの制度を概観し、続いて2011年度の税制改正内
容と2012年度施行の改正NPO法について確認しておきたい。 
４－１ 非営利・公益法人制度とその税制の全体像 
 日本の非営利・公益法人制度は多様で複雑である。それぞれの法人制度ごとに定められた税制は、
さらに複雑である。しかも、現在は公益法人制度の移行最中にありxxix、旧・新の公益法人が同居し
ているため、一層複雑になっている。この複雑な現在の非営利・公益法人制度とその課税措置を整
理し、比較したのが表 4 である。 
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表４ 現行の非営利・公益法人とその税制措置の比較 
法人の種類等 設立手続き 
収益事業課
税の適用 
軽減税率の
適用 
みなし寄付
の適用 
利子等非課
税の適用  
寄附金控除
の適用 
旧
公
益
法
人
 
特例民法法人 主務官庁の許可 〇 〇 〇 〇 － 
特定公益増進
法人 
主務官庁と財務省
の認定 
〇 〇 〇 〇 〇 
新 
法
人 
公益法人 
行政庁 (認定委員
会）の認定 
〇 － 〇 〇 〇 
非営利一般法
人 
準則主義(届出) 〇 － － － － 
その他の一般
法人 
準則主義(届出) － － － － － 
特定非営利活動法人
（NPO 法人） 
所轄庁の認証 〇 － － － － 
認定特定非営利活動
法人（NPO 法人） 
国税庁の認定 〇 － 〇 － 〇 
社会福祉法人、学校
法人、更生保護法人 
所轄庁の認可 〇 〇 〇 〇 〇 
消費生活協同組合 所轄庁の認可 － 〇 － － － 
普通法人（企業等） 準則主義(届出） － － － － － 
任意団体 (法人格な
し） 
手続き不要 〇 － － － － 
（各種税制資料等により筆者作成） 
 
 この表では、縦の項目に法人類型を、横の項目に設立手続と 5 つの課税措置を示している。以下、
この図表について説明する。 
 まず縦の法人類型について。 
 「旧公益法人」のうち「特例民法法人」は新制度への移行前の社団法人と財団法人で、2013年11月
末までに新しい一般法人か公益法人に移行申請しなければならない。しかし移行が完了するまでは、
これまでどおりの課税措置が継続される。「特定公益増進法人」は、「特例民法法人」のうち財務省
と主務官庁の合議により認定を得た法人で、認定は 2 年毎に更新される。 
 「新法人」のうち「公益法人」は行政庁の公益認定を受けた法人であり、「一般法人」は公益認定
を受けていない法人である。「一般法人」は、税制上「非営利一般法人」と「その他の一般法人」に
分けられる。前者は、①余剰金の分配を行わない旨が定款において定められている等の要件に該当
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する一般社団法人及び一般財団法人、および②会員に共通する利益を図る活動を行うことを主たる
目的としていること等の要件に該当する一般社団法人及び一般財団法人をいう。 
 「特定非営利活動法人（NPO法人）」と「認定特定非営利活動法人（認定NPO法人）」は、現在、大
きく変化しつつあり、後で詳しく見るので、ここでは省略する。 
 「社会福祉法人・学校法人・更生保護法人」は、それぞれ社会福祉法・私立学校法・更生保護事業
法によって定められた法人で、政府の支配のもとにある法人として、税制優遇は大きい。 
 「消費生活協同組合」は消費生活協同組合法に定める共益型の事業法人で、「普通法人」は株式会
社などの会社法に定める営利目的の法人である。「任意団体」は法人格をもたない団体のことで「権
利能力なき社団」とも言う。 
 次に横の欄について説明する。 
 左から 2 列目の欄は、法人の設立関係官庁と設立手続を示している。関係官庁は主務官庁・行政
庁・所轄庁と多様で、その設立手続も許可・認定・認証などと多様である。ここでは、煩雑になる
ので内容の説明は割愛する。準則主義は、特定の官庁は経由せず公証人の定款認証を経て登記所に
届ければよいもので、法人格取得上は最も簡便な手続きである。 
 左から 3 列目より右は税制優遇措置の適用の有無を示しており、適用がある法人には〇をつけて
いる。これだけでも複雑であるが、実は同じ〇でも適用内容が異なることもあるから、一般市民が
これを理解するのは至難のことと言ってよい。 
 「収益事業課税」は原則非課税ともいい、法人税法施行令に定める34業種の収益事業の所得のみに
課税され、寄附金や助成金には課税されないことをいう。この適用のないものは全所得課税あるい
は原則課税といい、寄附金や助成金を含むすべての所得に法人税が課せられる。収益事業課税は、
NPO法人を含め多くの非営利法人や任意団体に適用されるが、企業は勿論のこと、消費生活協同組
合にも適用されていない。 
 「軽減税率」とは、普通税率が所得の30％であるのに対して22％に下げた税率をいうxxx。ただし年
間所得800万円以下の法人は税率18％に軽減されているから、小規模な法人では特に軽減税率を適用
するメリットはない。NPO法人にも認定NPO法人にも適用されていないし、新公益法人でも適用さ
れない。 
 「みなし寄付金」は、収益事業所得から非営利・公益事業に支出した額を寄附とみなして課税所得
から損金に算入（控除）する仕組である。損金算入できる額は特例民法法人や認定NPO法人では全
所得の25％、特定公益増進法人や社会福祉法人・学校法人・更生保護法人では50％。新しい公益法
人では50％または公益目的支出額の全額になっている。 
 「利子等非課税」は、利子や配当所得にかかる20％の源泉所得課税を非課税とするもので、特例民法
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法人や新公益法人等に適用される。NPO法人には勿論のこと、認定NPO法人にも適用されていない。 
 「寄附金控除」は、寄附先の法人に適用されていれば寄附者は所得税や法人税が軽減されるもので、
寄附へのインセンティブが湧くことになる。この内容は、2011年度税制で大きく改善された。 
 以上が非営利・公益法人の課税措置を極めて概略的にまとめたものであるが、NPO法人について
は「収益事業課税」のみが適用され、認定NPO法人にはこれに加えて「みなし寄付金」と「寄附金
控除」が適用される。「軽減税率」や「利子等非課税」は、認定NPO法人においても適用されていな
い。まず、このことを確認しておきたい。 
４－２ 2011年度改正の認定NPO法人制度 
 2011年度税制では、以上の非営利・公益税制のうち認定NPO法人について重要な改正が行われた
が、その前史として、4 月27日の震災特例法の成立があるxxxi。これにより、被災者支援を行う認定
NPO法人への寄附を指定寄附金に指定することが可能になりxxxii、指定されると企業の寄附は全額が
損金の扱いになり、法人税減免の効果は非常に大きくなる。また個人の寄附に関しては所得税にお
ける税額控除の選択が可能になり、一般市民の個人寄附を促す効果をもつ。この税額控除は、2011
年税制改正の先行導入に当たるものとなった。なおこの認定NPO法人に対する措置は、5 月20日の告
示で公益法人についても適用されるようになったxxxiii。 
 このような背景のもと、6 月22日には2011年度の寄附税制が成立しxxxiv、30日から施行された。認
定NPO法人制度は2001年度の租税特別措置法改正で導入され、同年10月 1 日に施行されたもので、
2011年10月 1 日で施行10周年を迎えた。その後、認定要件の緩和や税優遇の内容など 7 回の改正を
重ねてきておりxxxv、今回は 8 回目の改正になる。 
 今回の改正点の一つは、根幹となる認定基準（パブリックサポートテスト、略してPST）に、絶対
値基準を導入したことである。これまでのPSTでは、特定の寄附金収入が全収入の 5 分の 1 以上とい
う相対値基準が基本要件であったが、今回の改正では「3000円以上の寄附をする人が 2 年間平均で
100人以上」という絶対値基準による要件が、相対値基準との選択制で導入された。具体的で分かり
易いため、多くの法人で利用が進むと思われる。特に自主事業収入の多い事業型NPO法人や行政委
託などの多い受託事業型NPOにとっては、認定要件が収入額とは関係なくなるので、大幅な要件緩
和になる。認定NPO法人制度は、改正を重ねながらも、その数はそれほど増えてはいない。現在の
認定比率は、先にもみたように0.5％余りに過ぎない。この認定比率を大幅に拡大できるかどうか、
それが問われる。 
 他の一つは、税額控除制度の導入で、個人が認定NPO法人に寄附をした場合、これまでの所得控
除との選択制によって所得税の税額控除が可能になったことである。所得税額の25％までに限られ
るが、寄附額から2,000円を差し引いた残りの40％（他に都道府県と市町村で条例の定めがあれば地
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方税の10％を加えた50％）が税額で控除されるxxxvi。この税額控除は 1 月 1 日に遡って適用されるか
ら、確定申告のときには、年間の寄附のすべてが税額控除の対象になる。なお、この認定NPO法人
の税額控除の仕組みは、PSTの要件を満たしていれば新公益法人や社会福祉法人等にも適用されるこ
とになった。これらの公益法人のPST要件は絶対値基準の導入でクリアし易くなったから、今後はこ
のような認定法人も増えてくるかもしれない。 
 今回の税制改正のもう一つの点は、地方認定NPO法人の仕組みの導入である。国税庁の認定する
認定NPO法人以外に、都道府県や市町村が条例を定めて個別指定すれば、地方税の減免が可能とな
る。そのままでは国税についての控除はないが、PST以外の要件についても満たしていて国税庁の認
定を得れば、普通の認定NPO法人として所得税や法人税の控除対象になる。 
 以上の2011年度税制に認められた、①PSTにおける絶対値基準の導入、②税額控除方式の導入、 
③地方認定NPO法人の仕組みの導入は、2012年度以降に引き継がれることになろう。改正NPO法の
税制も、これらの内容が伴って初めて実質的な意味をもつ。 
４－３ 2012年度施行の改正NPO法 
 NPO法は1998年3月に議員立法で成立し、同年12月に施行され、その後2003年5月と2006年5月に改
正されてきた。前者は特定非営利活動分野の拡大や認証手続の緩和などを議員立法で行ったもの、
後者は公益法人制度改革に伴う関連条項の変更を閣法で行ったものである。今回は3回目の改正で議
員立法によって行われたが、その改正は過去２回に較べ、より抜本的である。この改正NPO法の大
きな改正点としては、「総則」に関するもの、「認証制度の見直し」に関するもの、「認定制度・仮認
定制度の導入」に関するものがある。 
 「総則」に関するものでは、法の目的に認定NPO法人の認定を加えた点が大きい。これまで租税特
別措置法に定められていた認定NPO法人制度をNPO法に組み入れたことで、従来は政府税制調査会
で審議されて決まっていた税の仕組みを、議員立法でも変更できるようになった意味は大きい。他
に特定非営利活動分野の追加がある。①観光の振興を図る活動、②農山漁村及び中山間地域の振興
を図る活動、③都道府県又は指定都市の条例で定める活動の３項目を追加した点であり、地域振興
の視点を重視したものといえる。今回の被災地の復興や生活再建にも、大きな役割を果たすかもし
れない。 
 「認証制度の見直し」に関するものでは、所轄庁の変更、認証制度の柔軟化及び簡素化、認証法人
に対する信頼性向上のための措置の拡充がある。内閣府は所轄庁ではなくなり、新たに政令指定都
市が所轄庁になる。内閣府を所轄庁とする法人は、主たる事務所の所在する都道府県に所轄庁を変
更しなければならない。また政令指定都市にのみ事務所を置く法人は、道府県から政令指定都市に
所轄庁を変更することになる。信頼性向上に関しては、NPO関係者が全国運動で策定したNPO法会
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計基準の適用が主なもので、「収支計算書」は「活動計算書」に改められる。 
 「認定制度・仮認定制度の導入」に関しては、認定NPO法人の認定が国税庁から所轄庁に移ること
の意味が最も大きい。他に2011年度から導入された絶対値基準も含めた認定基準が詳細に明記され
たこと、仮認定制度が導入されたこと、などが重要である。認定制度は身近な手続きとなり、絶対
値基準の導入で目標設定も立てやすくなった。仮認定には２事業年度以上の実績判定期間が必要だ
から、新しく設立したばかりのNPO法人には使えない。しかし設立後早い時期から仮認定を受けて
寄附税制の恩典に浴することができ、認定NPO法人制度の大きな発展に繋がることが期待される。 
４－４ 地方分権化がもたらすもの 
 今回のNPO法の抜本改正がもたらす効果としては、地方分権化によってNPO法人や認定NPO法人
が、より身近なものになることが重要である。地方分権化の項目としては、下記の点があげられる。 
 ① 所轄庁が「内閣総理大臣と都道府県の知事」から「都道府県の知事と政令指定都市の長」に
移り、NPO法人制度は一層身近なものとなる。 
 ② 認定NPO法人の認定権限が国税庁から都道府県又は政令指定都市に移管され、税制に関する
ことが、手続的にも心理的にも身近なものになる。 
 ③ 特定非営利活動の分野に「都道府県又は指定都市の条例で定める活動」が追加され、地域に
特徴的な独自の活動を推進することができるようになる。 
 ④ 条例による地方認定NPO法人が可能になり、所轄庁だけでなく市町村でもNPOに関する自治
体の知恵が求められるようになる。 
 所轄庁の法の運用に関しては、もはや「内閣府令」では定めない。条例のモデルは政府からは出
てこない。独自に「都道府県又は政令指定都市の条例」によって定めなければならない。しかも税
に関する認定制度も含めた内容だから、大変である。この条例制定過程で、各地におけるNPOと議
会・行政との対話が重要な意味をもつ。そのことを通して、地方分権化はより現実性をもつことに
なるであろう。 
４－５ 第２ステージの市民セクターの課題 
 第 2 ステージにおける市民セクター発展の課題としては、次の5点が重要であろう。 
 まず第 1 は、セクター全体としての信頼性の確保である。特に人間を直接の対象とするヒューマン
サービスの分野では、信頼性が重要である。利用者（受益者）の信頼がまず何よりも重要だが、先
駆的な活動には寄付者やボランティアなどの支援者の信頼も欠かせない。改正NPO法によって会計
基準が明記されたため会計面での透明性は増すが、それだけではサービス内容の質の担保はできな
い。認定NPO法人の認定も信頼性の保証にはなるが、それだけでも十分ではない。個別NPOの信頼
性の集合としてセクター全体の信頼性確保が可能なように、組織や事業の評価の仕組みをどう作り
現代福祉研究 第12号（2012. 3） 
 
- 36 -
上げていくかが重要な課題になる 。東日本大震災における多様なNPOの活動が、市民セクターの総
体としての信頼性向上に大きく貢献することになることも期待したい。 
 第 2 は、収益に結びつきにくい制度化される以前の先駆的サービスを、いかに創造していけるか
ということである。介護保険事業に代表される制度化された収益事業を行っていれば、一定の組織
運営はできる。しかしそれだけでは市民セクターの一員とは言えない。そのような事業を梃子に、
寄附やボランティアの支援によって開拓的な活動をどう展開していけるか、また政策提言活動をど
う進めていけるか、それが市民セクターには問われる。認定NPO法人における絶対値基準の導入は、
事業型のNPO法人が、そのような活動に進出するには絶好の仕組みである。これを大いに活用すべ
きと考える。 
 第 3 は、地方分権の進展による、地域に根差した活動の展開である。今回のNPO法改正では、多
くの課題について所轄庁や基礎自治体が知恵をだせるようになった。このような知恵を市民セク
ターの側から提示し、行政セクターと市民セクターの対話の中で、時には企業セクターも交えなが
ら、地域に特徴的な活動をつくり出していければと思う。それぞれの地域に相応しい、地域に根を
はった市民の文化を創っていってほしい。 
 第 4 は、人の問題である。無償や有償のボランティアも重要であるが、どこからも信頼され、先
駆的な活動を生み出し、行政や企業とも対等に話し合えるセクターになるには、リーダーやスタッ
フの安定した雇用が欠かせない。この点で日本の市民セクターはまだ脆弱である。研修による人材
育成も重要であるが、それと並行して、スタッフの雇用の安定を実現する努力が必要である。 
 第 5 は、そのような雇用の確保にも繋がる資金を、どう確保していくかということである。行政
の委託に頼りすぎることもなく、事業収入に頼りすぎなくてもすむよう、寄附の文化を育て、人件
費や運営費も対象となる助成金のプログラムをどう日本社会に増やし、普及させ、定着させていく
か、これが大きな鍵を握っている。この点で、2011年度税制改正や2012年度施行の改正NPO法の役
割には、非常に大きなものがある。 
 これらの課題を、今回の大震災の生活再建期の活動を通じて着実に解決していければ、第 2 ス
テージの市民セクターは、大きな信頼を得ることができる。そのことが日本の社会を、心の籠った
人間性豊かなものにしていくに違いない。そのためにも、現地NPOの組織基盤の強化こそが、現段
階の最も重要な課題といってよい。 
 
＜注＞ 
i  市民セクターという言葉は実践者の間で使用されてきたもので、その使用者の「市民」の理解
の仕方によって多義性をもち、学問的に成熟した概念にはなっていない。従って現段階で理論
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的に定義することは難しい。市民セクターという言葉を意識的に用いた例に、生活クラブ生協
グループのシンクタンクである社会運動研究センターが1996年に「市民セクター政策機構」
http://www.prics.net/ に 名 称 変 更 し た 例 が あ る 。 2002 年 に は 日 本 NPO セ ン タ ー
http://www.jnpoc.ne.jp/が「市民セクター全国会議」を開催、以後、隔年で開催している。前者
では生協を中心とした非営利セクターを、後者ではNPO法人を中心とした非営利セクターを
含意しており、内的な意味における重点は幾分異なるが、外的な定義としては、ここに示す内
容で矛盾しない。本稿では、筆者の個人的な立場から、市民セクターの語を後者の視点で用い
ている。前者の視点も含めて論じたいが、筆者には生協に関する十分な知見がないので、特に
は触れていない。 
ii  上野千鶴子は上野2011において、ペストフ、サラモン、京極、ヱスピン‐アンデルセンらの
先行研究を批判的に検討したうえで、官／民／協／私による四元モデルを採用し（p.218-012）、
図11で「協」をCommon（civil）、「私」をPrivate（family）と表現している（p.221）。ケアのよ
うな個人に係る行為を理解するには、4 セクターの枠組みで考えるほうが適切であろう。この
場合、市民セクターに「私」を含むと考えるかどうか、議論のあるところである。 
iii 内閣府のWebサイトhttps://www.npo-homepage.go.jp/index.htmlによると2011年11月30日現在で
認証数44,053件、不認証数781件、解散数5,177件(内、認証取消数892件)。 
iv 国税庁のWebサイトhttp://www.nta.go.jp/tetsuzuki/denshi-sonota/npo/meibo/01.htm による2011年
12月16日現在の数。 
v 田中2011aは、NPO法改正前に執筆されたものであるが、第 1 ステージの到達点を批判的に総
括し、今後の課題を提示している。山岡2011bも震災前の執筆であるが、第 1 ステージの現状
把握からみた今後の非営利組織の法人制度や税制のありかたについて言及している。なお、こ
れらの著作では特に第 1 、第 2 というステージを想定しているわけではない。 
vi 河出書房新社編集部編2011は震災後の17人のメッセージをオムニバスで取り上げており、今
回の震災が知識人にとって何であったのか、その深い思想的な自問は、民間支援を謙虚に考え
る上で多くのヒントを与える。三浦・藤村編著2011も、建築と社会のあり方を問い直し、興
味深い議論を提示している。 
vii 今田2000（p.11）。なお今田はこの論文の中で、「行政管理型」と「市民運動型」が対立する
「旧来の公共空間」に対し、「もう一つの公共空間」として「民間支援型」を提示しており
（p.26 図1-1）、行為概念として用いているわけではないが「民間支援」という言葉を用いて
いる。 
viii 例えば、岩手県立大学学生ボランティアセンターとNPO法人ユースビジョンが提携実施した
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「いわてGINGA-NETプロジェクト」http://www.iwateginga.net/では、7 月から 9 月にかけて全国
各地の146大学の1,086人の学生を岩手県の被災地に送りこんだ。また災害ボランティア活動支
援プロジェクト会議http://www.shien-p-saigai.org/?cat=18では、4 月から 7 月にかけて日本NPO
センターが経団連 1 ％クラブと協力し、600人以上の企業人ボランティアを首都圏からバスで
被災 3 県に派遣した。この他にも各地の社会福祉協議会や大学のボランティアセンターが、多
数回にわたるボラバスの運行を行った。ボラバス方式は遠方からのボランティア参加のハード
ルを下げる上で効果的で、初心者にも適しているが、一定の集団による一定の期間のプログラ
ム化された活動となり、個人の自発性を重視する活動という点では限界もあるように思われる。
今後の検証も必要であろう。 
ix 国際協力NGOによる被災地支援活動についてはNPO法人国際協力NGOセンターのWebサイト 
http://www.janic.org/earthquake/list/action.htmlに詳しい。 
x 赤 い 羽 根 「 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア ・ NPO 活 動 サ ポ ー ト 募 金 」（ 通 称 ボ ラ サ ポ ）
http://www.akaihane.or.jp/er/p5.htmlは、広く募金を呼びかけ、公募によって 5, 7, 9, 11月にそれ
ぞれ、102件 2 億142万円、222件 3 億2,946万円、288件 3 億5,132万円、331件 3 億4,084万円、
累計で943件12億2,304万円の助成を行っている。 
xi 東日本大震災支援全国ネットワーク（通称 JCN）http://www.jpn-civil.net/join_support/ は、3 月
30日に300人を超える参加によって設立され、サイト上の情報受発信や循環を行うとともに、
各省庁との連絡会議や被災各県での現地会議の開催などの人的交流を随時行っている。Webサ
イトでは、ボランティアバス、支援状況マップ、支援者用ツールなどの欄を設け、支援する人
にとって必要な情報を随時更新しながら提供している。今回の震災では特に情報支援に関して
新しい動きがあったが、JCNのスタッフでもある岡坂剛は、それらの特徴を岡坂2011（p.40～
46）で興味深く描いており、参考になる。 
xii 災害救助法（昭和22年10月18日法律第118号）第23条に「救助の種類」の一つとして定められ
た被災者に供与する収容施設。 
xiii Cash for Workの略で、復興に被災者を雇用することで被災者の生活を再建する考え方。これま
で途上国で被災者に最低限の生活を保障する仕組みとして活用されてきた。今回の震災でこの
課題を論じたものとして、松永2011、稲葉2011が参考になる。 
xiv 東日本現地NPO応援基金http://www.jnpoc.ne.jp/?category_name=01-04は、認定NPO法人日本
NPOセンターがNPO法人市民社会創造ファンドと協力して2011年 3 月18日に設立した募金型基
金。現地や避難先で活躍する草の根のNPOに助成する。11月末までに22団体27件を対象に4,380
万円を助成した。本稿では、日本NPOセンターのWebサイト上に公開されている助成先情報を
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もとに、また個別にサイトまたはブログをもつ団体については各サイト／ブログで2012年 1 月 7 
日の状況を確認して記述した。 
xv にじいろクレヨン  http://nijiiro-kureyon.jp/ 
xvi 海の手・山の手ネットワーク http://uminote-yamanote.net/ 
xvii 宮城登米えがおねっと http://tome-egaonet.jp/index.html 
xviii 市民放射能測定所 http://www.crms-jpn.com/ 
xix ゆめ風基金 http://yumekaze.in.coocan.jp/およびhttp://yumekaze21.blog39.fc2.com/  阪神・淡
路大震災時に設立された募金型の基金で、その後の災害時も障害者の支援に資金面のみならず
事業面からも取り組んでいる。 
xx 被災地障がい者支援センターみやぎ http://blog.canpan.info/tasuketto/ 
xxi JDF被災地障がい者支援センターふくしま http://www.arsvi.com/o/s-fukushima.htm 名称の
頭にある JDFは日本障害者フォーラム（ Japan Disability Forum）の略。同フォーラムの福島
県支部が母体となって設立されたことを示している。 
xxii 被災地障がい者支援センターいわて http://20110311iwate.blog27.fc2.com/  
xxiii 被災地障がい者支援センターみやぎ http://blog.canpan.info/tasuketto/archive/582（2011年 7 
月 6 日投稿（『積み木』59号掲載原稿）） 
xxiv 遠野まごころネット http://tonomagokoro.net/ 
xxv 遠野山・里・暮らしネットワークhttp://www.tonotv.com/members/yamasatonet/npoindex.html 
遠野における自発的で草の根的なグリーン・ツーリズムに関わるグループやメンバーを支援、
そのネットワーク化、協働でのプロジェクトの実施、情報の共有を目的に2003年設立。 
xxvi いわて連携復興センター http://www.ifc.jp/ 
xxvii 正式名称は「特定非営利活動促進法の一部を改正する法律」（平成23年法律第70号） 
xxviii 正式名称は「現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための所得税
法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第82号） 
xxix 公益法人制度改革は2008年12月 1 日に施行され、従来の公益法人（社団法人・財団法人）は
2013年11月30日までに新制度の一般法人か公益法人に移行申請しなければならない（申請し
ないと解散になる）。それゆえ、現在その移行の真っ最中ということになる。なお移行前の
従来の公益法人は特例民法法人という。 
xxx 2011年度税制改正では、普通税率が25.5％に、軽減税率が19％に、年800万円以下の法人税率
が15％に下げられることになっていたが、改正法が成立しなかったため税率は従来のままで
ある。 
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xxxi 正式名称は「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律」(平成
23年法律第29号) 
xxxii 指定寄附として確認された認定NPO法人は2012年 1 月 9 日現在17件（国税庁）。 
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/gienkin/npo/npo_kifukin.htm 
xxxiii 指定寄附として確認された公益法人は2012年 1 月 9 日現在 4 件（国税庁）。 
https://www.koeki-info.go.jp/pictis_portal/other/pdf/hojin_itiran.pdf 
xxxiv 正式名称は「現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための所得税
法等の一部を改正する法律（平成23年法律第82号） 
xxxv 認定NPO法人制度の改正の経緯と内容に関しては、田中2011bに詳しい表と分析がある（p.88
～90）。田中（義幸）2011もこの経緯を分かり易く解説している（p.105～113）。 
xxxvi 例えば認定NPO法人に年間12,000円寄附した人は、4,000（（12,000‐2,000）×0.4）円の所得
税が減額される。もっとも、これは所得税額が1万6千円（4,000円／0.25）以上の人の場合の
ことで、もし所得税額がそれ以下なら、控除税額はその25％までになる。 
xxxvii 『日本評価研究』Vol.11，No.1，May 2011（日本評価学会刊 2011.5）は「市民社会における
NPOと評価の役割」を特集、これまでのいくつかの組織評価の試みについて紹介し、論じて
いる。筆者も、田尻佳史・上土井章仁と共同で「各地の支援センターのリーダーたちで策定
した「信頼されるNPOの 7 つの条件」」（p.21～30）を寄稿。 
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